
第1５回 周南市都市再生推進協議会

令和5年3月13日（月）14:00〜
周南市文化会館 3階展示室
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【報告事項】
（１）居住促進区域の見直し検討について
（２）地区ごとの課題を踏まえた取組の検討について
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周 南 市山口県
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周 南 市山口県■立地適正化計画の強化（防災指針のイメージ）

実現

居住促進区域

出典：国土交通省
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周 南 市山口県■災害リスクの条件の変更
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周 南 市山口県■想定最大規模（L2）について

現況の堤防等の
能力の規模

堤防等設計の計
画の規模

命と財産を守るための施設整備

大雨等の規模

現況の堤防等の
能力の規模

堤防等設計の計
画の規模

想定し得る
最大規模

命と財産を守るための施設整備

大雨等の規模
命を守ることを最重要課題として取り組む

これまで

今後

命を守ること（避難行動）を優先とする



周 南 市山口県■想定最大規模（L2）について
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計画規模（L1）と想定最大規模（L2）の違いの例
【徳⼭⻄部地域】

改正前の浸水想定区域 改正後の浸水想定区域
（計画規模（L1）浸水深2ｍ以上） （想定最大規模（L2）浸水深3ｍ以上）



■防災指針策定の検討について
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周 南 市山口県

１．居住誘導区域等における災害リスク分析と
防災・減災まちづくりに向けた課題の抽出
１）災害ハザード情報等の収集、整理
２）災害リスクの高い地域等の抽出
３）地区ごとの防災上の課題の整理

２．防災まちづくりの将来像、取組方針の検討
１）地区ごとの課題を踏まえた取組方針の検討

３．具体的な取組、スケジュール、目標値の検討
１）防災指針に基づく具体的なハード・ソフトの取

組検討
２）取組スケジュールと目標値の検討
３）防災指針に関連する制度の活用

誘
導
施
設
・
誘
導
区
域
等
の
検
討

連
携
し
た
検
討

第14回都再協
での報告
（R4.7）

第15回都再協
（R5.3）

防災指針の検討



周 南 市山口県■居住促進区域の考え方
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≪居住促進区域の設定基準≫（現行計画より）
① 都市再生特別措置法をはじめとした土地利用関係法令に照らして、居住を誘導す

ることが適当な区域であること
② 都市計画上、住居系用途地域又は商業系用途地域であること
③ 生活サービス施設の立地、都市基盤、災害危険性等の観点から、居住適性が相対

的に高い、面的な居住地となりうる区域であること
④ 法令等により、自然災害の危険性が高い区域に指定されていないこと
⑤ 都市機能誘導区域の徒歩圏（300メートル程度）であること
⑥ 主要交通結節点の徒歩圏（鉄道駅から半径800メートル程度又は主要バス停留所

から半径300メートル程度）であること

災害危険性の高い区域

法令・条例により建築
が制限されている区域

周南市の
居住促進区域

・・・

□評価分野
1. 生活利便性
2. アクセシビリ

ティ
3. 健康・福祉・

医療
4. 安全・安心
5. 地域経済
6. 都市基盤
7. 市街地適正
8. 都市計画

居住適正が相対的
に高いエリア

点数を重ね合わせて総合評価

居住に適さないエリア



周 南 市山口県■居住促進区域の考え方
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区域設定等区域（法令等）区分
含まない土砂災害特別警戒区域（土砂災害防

止法）
原則として、居住
促進区域に含まな
い区域 含まない地すべり防止区域

（地すべり等防止法）
含まない急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地災

害防止法）
原則として含まない土砂災害警戒区域（土砂災害防止

法）
居住を誘導するこ
とが適当ではない
と判断される場合
は、原則として、
居住促進区域に含
まない区域

原則として浸水深2メートル
以上の区域は含まない

計画規模（Ｌ１）津波災害警戒区域
（津波防災地域づくり法）

原則として浸水深2メートル
以上の区域は含まない

計画規模（Ｌ１）浸水想定区域（水
防法）

周南市立地適正化計画P97より抜粋



周 南 市山口県■居住促進区域の考え方
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居住促進区域（新南陽地域）抜粋



■居住促進区域の変更の検討（居住促進区域の見直し案）

実現
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周 南 市山口県

居住促進区域の縮小

計画規模（L1）

想定最大規模（L２）

2.0ｍ

パターン① パターン② パターン③ 現行
想定最大で3.0m以上

を含まない、
計画規模で2.0m以上

を含まない、
家屋倒壊等氾濫区域

も含まない
家屋倒壊等氾濫区域

も含まない

含まない 含まない 含まない 含まない

含まない 含まない 含まない 含まない

含まない 含まない 含まない 含まない

原則として含まない 原則として含まない 原則として含まない 原則として含まない

徳山 94% 98% 98% 100%

新南陽 52% 84% 98% 100%

徳山⻄部 67% 78% 100% 100%

熊毛 100% 100% 100% 100%

居住促進区域
の面積

含まない 含まない

浸水深2.0ｍ以上を
含まない洪水・高潮・津波浸水想定区域

想定最大規模Ｌ２

洪水・高潮・津波浸水想定区域

ー

大規模盛土造成地
※地盤調査の結果で安全性が

確認できなかった場合は含まない
ー

含まない
家屋倒壊等氾濫想定区域
̲河岸浸⾷（洪水浸水）

土砂災害警戒区域

計画規模Ｌ１ 浸水深2.0m以上を
含まない

浸水深2.0m以上を
含まない

浸水深2.0ｍ以上を
含まない

急傾斜地崩壊危険区域

想定最大で2.0m以上
を含まない、家屋倒
壊等氾濫区域も含ま

ない

計画規模で2.0m以上
を含まない

土砂災害特別警戒区域

地すべり防止区域

浸水深2.0m以上を
含まない

浸水深3.0m以上を
含まない

浸水深全て含む
ー

浸水深全て含む

含む 含む 含む



■居住促進区域の変更の検討（徳山地域）

実現
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周 南 市山口県



■居住促進区域の変更の検討（新南陽地域）

実現
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周 南 市山口県



■居住促進区域の変更の検討（新南陽地域）

実現
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周 南 市山口県



■居住促進区域の変更の検討（徳山⻄部地域）

実現
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周 南 市山口県



■居住促進区域の変更の検討（徳山⻄部地域）

実現
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周 南 市山口県



■居住促進区域の変更の検討（熊毛地域）

実現
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周 南 市山口県



■居住促進区域の変更の検討

実現
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周 南 市山口県

パターン① パターン② パターン③ 現行
想定最大で3.0m以上

を含まない、
計画規模で2.0m以上

を含まない、
家屋倒壊等氾濫区域

も含まない
家屋倒壊等氾濫区域

も含まない

含まない 含まない 含まない 含まない

含まない 含まない 含まない 含まない

含まない 含まない 含まない 含まない

原則として含まない 原則として含まない 原則として含まない 原則として含まない

徳山 94% 98% 98% 100%

新南陽 52% 84% 98% 100%

徳山⻄部 67% 78% 100% 100%

熊毛 100% 100% 100% 100%

浸水深2.0ｍ以上を
含まない洪水・高潮・津波浸水想定区域

想定最大で2.0m以上
を含まない、家屋倒
壊等氾濫区域も含ま

ない

計画規模で2.0m以上
を含まない

土砂災害特別警戒区域

地すべり防止区域

急傾斜地崩壊危険区域

土砂災害警戒区域

計画規模Ｌ１ 浸水深2.0m以上を
含まない

浸水深2.0m以上を
含まない

浸水深2.0ｍ以上を
含まない

ー

想定最大規模Ｌ２ 浸水深2.0m以上を
含まない

浸水深3.0m以上を
含まない

浸水深全て含む
浸水深全て含む

ー洪水・高潮・津波浸水想定区域

家屋倒壊等氾濫想定区域
̲河岸浸⾷（洪水浸水）

居住促進区域
の面積

含まない 含まない 含まない

大規模盛土造成地
※地盤調査の結果で安全性が

確認できなかった場合は含まない
含む 含む 含む ー



【報告事項】
（１）居住促進区域の見直し検討について
（２）地区ごとの課題を踏まえた取組の検討について
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周 南 市山口県
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周 南 市山口県■関連計画における取組

周南市まちづくり総合計画

周南市都市計画マスタープラン
（都市計画の方針）

周南市立地適正化計画
（都市機能と居住の立地）

中心市街地活性化基本計画
公共施設再配置計画
住生活基本計画
地域福祉計画

具体化

防災指針
(居住促進区域の
防災・減災対策)

整合

即す

即す

周南市国土強靭化地域計画 周南市地域防災計画

即す
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周 南 市山口県■居住促進区域に災害リスクがある小学校区

9校

４校

4校

2校
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周 南 市山口県■地区ごとの課題（夜市小：洪水浸水）

対策（L1・L2共通）
・夜市川水系流域治水プロジェクトの取組 ・自主防災組織の活動及び支援
・河川改修 ・安全な避難場所・避難所の確保
・河川浚渫（夜市川、伊賀川など） ・河川監視体制の強化
・ハザードマップ周知

避難施設が遠く、
避難施設空白地
域が存在

鉄道駅（JR戸田
駅）が浸水想定区
域に立地している

避難施設が遠く、避難
施設空白地域が存在

居住促進区域は、ほぼ2.0m以上
の浸水想定区域となっている

宅地は3.0～5.0m未満
が多く、5.0m以上の
箇所は、農地が多く
なっている

計画規模Ｌ１ 想定最大規模Ｌ２

夜市市民センター
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周 南 市山口県■取組事例（流域治水プロジェクト）

ハード・ソフト対策 水害軽減のための
具体的な対策

河川流域全体のあらゆる関係者が協働し流域全体
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周 南 市山口県■取組事例（流域治水プロジェクト）

居住促進区域
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周 南 市山口県■地区ごとの課題（夜市小：洪水浸水）

鉄道駅（JR戸田
駅）が浸水想定区
域に立地している

避難施設が遠く、避難
施設空白地域が存在

宅地は3.0～5.0m未満
が多く、5.0m以上の
箇所は、農地が多く
なっている

計画規模Ｌ１ 想定最大規模Ｌ２

対策（L1・L2共通）
・夜市川水系流域治水プロジェクトの取組 ・自主防災組織の活動及び支援
・河川改修 ・安全な避難場所・避難所の確保
・河川浚渫（夜市川、伊賀川など） ・河川監視体制の強化
・ハザードマップ周知

避難施設が遠く、
避難施設空白地
域が存在

夜市川河川監視カメラ
（平常時の様子）
周南市HP 防災危機管理課

←スマートフォン・タブ
レット端末からの読み取
りはこちらから

居住促進区域は、ほぼ2.0m以上
の浸水想定区域となっている



防災意識
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周 南 市山口県■取組事例（自主防災組織活動）

地区自主防災組織 35地区
各地域で行われている活動
・資機材の整備
・備蓄
・各種訓練（避難訓練、避難所運営訓練、炊き出し訓練、通信訓練等）
・防災啓発活動（チラシ・ポスター配布、講演会）
・地区内の緊急連絡網の整備等

市実施の事業
・自主防災組織活動支援補助金の交付
・自主防災研修会の実施

地域防災力の強化

地区内の人や
組織との連携知識と技能
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周 南 市山口県■地区ごとの課題（夜市小：高潮浸水）

対策（L1・L2共通）
・自主防災組織の活動及び支援
・安全な避難場所・避難所の確保

想定最大規模Ｌ２

一部が3.0ｍ以下の浸水
区域となっている

夜市市民センター
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周 南 市山口県■地区ごとの課題（夜市小：土砂災害想定区域）

対策
・ハザードエリア内の建物について
の安全な場所への移転促進
（がけ地近接等危険住宅移転事業）
・自主防災組織の活動及び支援
・安全な避難場所・避難所の確保
・土砂災害防止対策

広範囲で土砂災害の危険性が
高くなっている

避難施設が遠く、避難施設
空白地域が存在

夜市市民センター

土砂災害の危険性が高
い場所に住宅が立地

土砂災害想定区域は、居住促進区域に含まないが、居住促進区域に近接しており、居住促進区域に
影響を及ぼす可能性があるため、リスクとして捉えている。
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周 南 市山口県■全体の取組について
災害種別

リスク

対策
施策 取組・事業 実施主体

1-1 災害情報の的確な情報発信 防災関係機関における情報伝達 市

避難情報発令及び自主避難のための情報提供 市

レッドゾーン等への建築物の新規建設の規制 市

防災教育の実施 市

1-2 ハザードマップの作成・更新 ＷＥＢ版ハザードマップの活用、Ｌ２洪水ハザードマップの整備 市

1-3 防災訓練の実施 総合防災訓練等の実施、防災意識の啓発 市

1-4 避難所の生活環境対策 行政施設の非常用電源の整備、非常物資の備蓄 市

応援協定の締結・拡充 市

1-5 自主防災組織の活動支援 自主防災組織への研修会、活動支援 市

低減 1-6 避難行動要支援者対策の促進 避難行動要支援者名簿の作成 市

1-7 福祉施設の防災対策の推進 地域介護・福祉空間整備等事業 市

避難確保計画作成促進事業 市

隣保館整備事業 市

1-8 安全な避難場所・避難所の確保 防災拠点となる公園・緑地の確保（都市公園事業） 市

防災拠点となる施設の整備推進（徳山動物園） 市

学校施設の安全対策（小中学校改修事業） 市

インフラ施設の耐震化・老朽化対策（周南緑地体育施設等整備事業） 市

福祉避難所の指定・協定締結 市

1-9 安全な避難路の確保 道路施設の老朽化対策（道路ストック点検整備事業） 市

安全な避難路の確保（市道改良事業・道路ストック点検整備事業） 市

幹線道路の整備（街路整備事業） 市

2-1 内水排水機能の強化 下水道事業の業務継続計画の策定、下水層施設の耐震化・老朽化対策 市

集落排水施設の耐震化・老朽化対策 市

2-2 河川改修等の治水対策 総合流域防災事業 県、市

河川維持管理事業 県、市

低減 2-3 海岸保全施設の整備・老朽化対策 海岸保全施設の整備・老朽化対策 県、市

3-1 土砂災害防止対策の実施 土砂災害防止施設の整備 県、市

3-2 安全な場所への移転促進 がけ地近接等危険住宅移転事業 市

低減 4-1 大規模盛土造成地の活動崩落対策 宅地耐震化推進事業 市

回避 4-2 居住促進区域の見直し 立地適正化計画居住促進区域の見直し 市

回避

水害

土砂災害

大規模盛

土造成地

共通

低減

低減

低減

低減

低減

低減
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周 南 市山口県■地区ごとの課題（富田東小：洪水浸水）

対策（Ｌ１・Ｌ２共通）
・河川改修等の治水対策（富田川浚渫工事）
・自主防災組織の活動及び支援
・安全な避難場所・避難所の確保

災害リスク内に
避難施設が存在

居住促進区域は、
ほぼ浸水想定区
域となっている

家屋の流出・倒壊のお
それがある。

計画規模Ｌ１ 想定最大規模Ｌ２

富田川河川監視カメラ
（平常時の様子）
周南市HP 防災危機管理課

駅や多くの都市
機能が浸水区域
に立地
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周 南 市山口県■地区ごとの課題（富田東小：高潮浸水）

対策（L1・L2共通）
・河川浚渫（水害を軽減させる取組）
・自主防災組織の活動及び支援
・安全な避難場所・避難所の確保

計画規模Ｌ１ 想定最大規模Ｌ２

居住促進区域の南側は、
2.0m以下の浸水想定区
域となっている

居住促進区域は、ほ
ぼ浸水想定区域と
なっている

高潮浸水に対応した避難
施設が地区内に少ない

駅や多くの
都市機能が
浸水区域に
立地
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周 南 市山口県■地区ごとの課題（富田東小：津波浸水）

一部で1.0ｍ未満の浸水
区域が想定

対策
・自主防災組織の活動及び支援
・安全な避難場所・避難所の確保
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周 南 市山口県■地区ごとの課題（富田東小：土砂災害想定区域）

対策
・土砂災害防止対策の実施
・ハザードエリア内の建物につい
ての安全な場所への移転促進
・自主防災組織の活動及び支援
・安全な避難場所・避難所の確保

一部で土砂災害の
リスクが存在



周 南 市山口県■居住促進区域に含まない区域

34

区分 区域（法令等） 区域設定等

原則として、居
住促進区域に含
まない区域

土砂災害特別警戒区域（土砂災害防止法） 含まない

地すべり防止区域（地すべり等防止法） 含まない

急傾斜地崩壊危険区域（急傾斜地災害防止法） 含まない

浸水想定区域（水防法）家屋倒壊等氾濫区域 含まない

居住を誘導する
ことが適当では
ないと判断され
る場合は、原則
として、居住促
進区域に含まな
い区域

土砂災害警戒区（土砂災害防止法） 原則として含まな
い

計画規模
（L１）

津波災害警戒区域（津波防災地域づく
り法）

原則として浸水深
2メートル以上の
区域は含まない

浸水想定区域（水防法） 原則として浸水深
2メートル以上の
区域は含まない

居住促進区域に
含めることにつ
いて慎重に判断
を行うことが望
ましい区域

大規模盛土造成地（宅地造成等規制法） 地盤調査の結果で
安全性が確認でき
なかった場合は含
まない



■防災指針策定の検討について
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周 南 市山口県

１．居住誘導区域等における災害リスク分析と防
災・減災まちづくりに向けた課題の抽出
１）災害ハザード情報等の収集、整理
２）災害リスクの高い地域等の抽出
３）地区ごとの防災上の課題の整理

２．防災まちづくりの将来像、取組方針の検討
１）地区ごとの課題を踏まえた取組方針の検討

３．具体的な取組、スケジュール、目標値の検討
１）防災指針に基づく具体的なハード・ソフトの取

組検討
２）取組スケジュールと目標値の検討
３）防災指針に関連する制度の活用

誘
導
施
設
・
誘
導
区
域
等
の
検
討

連
携
し
た
検
討

第16回都再協での
報告（R5年度）

防災指針の検討

R5年度 立地適正化計画の改定時に「第6章 防災指針」として追加予定

防災指針の素案


